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研究成果の概要： 

従来のハザードマップは，均等メッシュ単位で計算された，極めて数値解析的なものが多く，
土地条件等の詳細な空間地理情報が有効に利用されていない．また災害が起きる自然条件に関
する背景や，動的なイメージを表現していない．こうした問題を解決するため，①GIS をベー
スとした詳細土地条件情報の土地脆弱性評価への活用法，②動的な災害像のイメージトレーニ
ングを支援するためのプロトタイプシステム，③活断層を理解するための情報ステーションに
ついて検討した．さらに，④地域防災力向上の取り組み現場において現状のハザードマップの
問題点と改善点を整理し，⑤地形発達史を考慮したハザードマップ作成という新展開を試みた． 
 

交付額 

                               （金額単位：円） 

 直接経費 間接経費 合 計 

２００６年度 6,500,000  1,950,000  8,450,000  

２００７年度 5,100,000  1,530,000  6,630,000  

２００８年度 3,800,000  1,140,000  4,940,000  

    

    

総 計 15,400,000  4,620,000  20,020,000  

 

 

研究分野：総合領域 

科研費の分科・細目：地理学・地理学 

キーワード：ハザードマップ，GIS，地震，水害，防災 

 
１．研究開始当初の背景 

近年，防災における「自助」を支援するた
めのハザードマップが，行政機関において急
速に整備されている．しかし現状のハザード
マップは 500m～1km 程度の均等メッシュ単位
で計算された，極めて数値解析的なものであ
り，土地条件等の詳細な空間地理情報が有効
に利用されているとは言い難い．また，災害
が起きる自然条件に関する背景や，動的なイ
メージを表現していない．このため住民にと
って，日常空間の中でどのような災害が起こ
るかのイメージを得ることがほとんどでき
ない． 

 ハザードマップの最大の役割は，動的な災
害像のイメージトレーニングの支援であり，
地点ごとの災害脆弱性を日頃理解し，それに
応じた適切な備え方を具体的にイメージで
きる防災教育教材であることが求められる． 
今日多く作成されているハザードマップに
ついて，その効果が検証される必要があり，
ハザードマップの概念整理が求められると
同時に，利用目的に即した（防災啓発効果の
高い）新たなハザードマップのあり方を示す
必要がある． 
 
２．研究の目的 
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本研究は，ハザードマップ基礎情報として
整備されている土地条件等，様々な GIS 情報
の有効活用を通じ，また高解像度地形 DEM 等
を用いた３Ｄグラフィクス技術を基盤とし
て，災害の地域特性や動的イメージが表現で
きる新たなハザードマップの開発を行うこ
とを目的とする． 

また，社会的に要請の高い「地域特性に応
じた防災」のあり方を議論可能にするため，
災害発生の場としての「地域特性」を的確に
把握し，ビジュアルに表現することで，こう
した要請にも地理学的視点から応えること
を目指す． 

災害は地形変化過程の一つでもある．その
ため，当該地域の地形発達史的な特徴をハザ
ードマップに取り入れることは，ハザード特
性の評価において重要かつ効果的である可
能性が高い．そのため，新たな視点として，
地形発達史的特徴をハザードマップに導入
することも試みる． 
 1)現状のハザードマップの問題点，2)災害
脆弱性に関する地域特性の効果的な表現方
法，3)災害の総合的イメージトレーニング教
材としての改良点，4)住民の防災行動を誘発
するために必要な改善点，5)土地条件図等の
地理情報の有効活用法，等を議論し，今後の
ハザードマップのあり方を提示する． 
 
３．研究の方法 

以下のような「リアリティのあるハザード
マップ」のプロトタイプを提示する． 
 1)詳細な地形区分情報を考慮した「高位置
精度」ハザードマップ． 
 2)洪水の動的イメージを表現できるハザ
ードマップ． 
 3)活断層変位地形の 3D ビジュアル化と直
下地震を想定したハザードマップ． 
 4)ハザード評価に地形発達史的視点を導
入したハザードマップ． 
 
４．研究成果 
(1)ハザードマップの現状と課題－「個別災
害表現型」と「リスク合算型」の峻別－ 

地震においては発生予測結果を反映して，
ハザードの大小に応じた適切な防災対策を
促すために地震動予測地図が作られ，水害に
おいては，堤防等ハードによる防災対策に限
界があることから，洪水時における避難所誘
導を迅速に行うための水害ハザードマップ
が作成されている．このように作り手側の何
らかの意図を強く反映して作成される現状
があるが，一方で地図は一人歩きし，作り手
の意図しない解釈を一般市民がしている懸
念も大きい．不適切な解釈が成されないよう
な十分な配慮が成されているかどうかの検
証が必要である． 
 ハザードマップには大きく２種類のもの

があることを認識し，峻別することが重要で
ある．第１は，東海地震を想定した震度予測
図のように，個々の災害発生を想定したもの
であり，シナリオ型地震動予測図はその一例
である．第２は，「全国を概観した地震動予
測地図」のように様々な地震発生を重ね合わ
せて，ハザード分布を示したものである．前
者は具体的に起こり得る災害をイメージで
きる「個別災害表現型（災害イメージ型）」
であり，後者は同時にすべての災害が起こる
ことはあり得ない「リスク合算型（リスクイ
ンフォーム型）」と名付けることができる．
水害や富士山噴火ハザードマップ，および土
砂災害ハザードマップは後者に属する． 
 地震を例に，これらのハザードマップがど
のように扱われているかを見ると，東海地震
については個別災害表現型であるのに対し，
首都直下地震についてはリスク合算型が広
く公開されている．両者を比較して，どちら
の災害が甚大かを考えてはいけない．一般市
民にこの違いは周知されているだろうか？ 
 個別災害表現型とリスク合算型は利用目
的が異なることを意識することで，改善すべ
き課題が見えてくる．個別災害表現型に問わ
れることは，国民に事前にイメージしておい
てもらうべき「適切な災害が取り上げられて
いるか？」という点である．東海・東南海・
南海の連動型地震を想定した震度分布図は，
被害範囲の広域性や，土地の脆弱性を理解し，
適切な土地利用や防災対策を考える上で有
用である．しかし，中央防災会議が最近公表
した活断層地震の想定図の中には，例えば，
名古屋市内の伏在断層による震度分布図等，
実在性・切迫性に疑問のあるものも含まれ，
疑問の余地がある． 
 一方，リスク合算型ハザードマップは，個
別地点のハザードを伝えるためのツールで
あり，個別地点の評価結果と確からしさが伝
わる必要がある．しかし現状では地図のメッ
シュが粗く，地点毎の個別情報を十分伝達で
きていない例も多い．また，上述のように非
現実的な大災害が起こると誤解される恐れ
が高く，問題が大きいことが指摘できる． 
 
(2)糸魚川－静岡構造線活断層情報ステーシ
ョン 
活断層の詳細位置・変位地形の形状・平均

変位速度といった地理情報は，地震発生予測
のみならず，土地利用上の配慮により被害軽
減を計るためにも有効な情報である．糸魚川
－静岡構造線活断層帯に関する基礎データ
と，活断層と変位地形の関係をビジュアルに
表現したグラフィクスとを webGIS 上に取り
まとめた「糸魚川－静岡構造線活断層情報ス
テーション」をインターネット公開した． 
そこでは，平均変位速度の詳細な分布を明

らかにした．この情報は，断層の地震時挙動



 

 

の推定や強震動予測を可能にする可能性が
ある．さらに縮尺 1.5 万分の１の航空写真を
用いた写真測量により，高密度・高解像度 DEM
を作成した．人工改変により消失している変
位地形については，1940 年代や 60 年代に撮
影された航空写真の写真測量により再現し，
その形状を計測した．写真測量システムを用
いた地形解析によって，断層変位地形に関す
る高密度な解析が可能となり，数値情報とし
て整備された． 
 
(3)Google Earth による洪水氾濫シミュレー
ションの可視化 
 ハザードマップを防災教育に利用する際
には，具体的な災害像をイメージできるマッ
プが求められる．洪水ハザードマップの最大
の問題は，「リスク合算型」であることであ
り，現実の災害像をイメージできない． 
 この問題を解消するため，個々の氾濫シミ
ュレーション結果を動的に見せる必要があ
り，Google Earth を用いたビジュアル化を試
行した．その結果，3次元表示による建物の
浸水状況や，破堤後の流速分布の推移（幹線
道路沿いで流速増大）といった現象を表現す
ることに成功した． 

技術的な検討結果は以下の通り． 
1)各メッシュの流速を色分け表示し，浸水深
をメッシュの高さ情報として提示した． 
2)視点場を地表面近くに設定し，3次元の建
物データを表示させると，建物が徐々に浸水
していく様子が読みとれた． 
3)上空から俯瞰すると，流速の大きい水塊が，
破堤地点周辺から幹線道路沿いに移動して
いく様子が読みとれる．これは，破堤による
洪水氾濫の場合，とりわけ幹線道路が水勢の
4)強い「流路」として危険な状態になること
を示している． 
 使用したデータは，愛知県建設部河川課
「浸水情報システム」における洪水氾濫シミ
ュレーション結果であり，対象流域は新川・
境川・日光川で，50m メッシュ，1時間刻み
（最小単位：10 分単位）で，浸水深や流速な
どが与えられている．使用したシナリオは，
1)東海豪雤規模（新川 15.8km 左岸で破堤），
2)小規模洪水（内水氾濫），3)中規模洪水（内
水氾濫）である． 
 
(4)実効性のある洪水ハザードマップ作成に
向けた避難行動の分析に関する研究 
 現状のハザードマップは，1)実際に起こり
うる浸水パターンとは異なっている，2)時系
列的な情報が含まれない，3)流速の情報がな
いため避難困難度がわからない，といった課
題がある．インターネットを利用した双方向
的なやり取りを含むアニメーション表示や，
避難困難度の検討などが進みつつある．本研
究では，安全かつ明快な浸水時の避難行動の

指針の提案を目標として，浸水時の避難行動
に関する数値的検討を行った． 
具体的には，浸水情報システムにより出力

される新川流域を対象とした複数の水災シ
ナリオ，破堤地点を想定した時系列データの
分析を行い，浸水被害の整理・類型化を行っ
た．次に，類型化された３つの水災シナリオ
を対象とし，時々刻々と変化する浸水深・流
速を元に，ポテンシャルモデルを用いて新川
下流域での避難行動を模擬するとともに，そ
の避難行動のリスクを評価した． 
また，個人特性・避難開始時刻・避難行動

基準の違いによる避難リスクの変化を調査
した．避難行動基準の違いについては，周囲
の浸水状況や氾濫流速を考慮する場合と，既
存ハザードマップに基づく避難を行う場合
では，それぞれ長所と短所があるが，この二
つを組み合わせた判断を行うことで避難時
間の短縮と避難リスクの低減が図られた． 
これらの知見を元に，安全かつ明快な浸水

時の避難行動の指針の確立に向けた考察を
行った．  
 

(5)土地条件情報を災害脆弱性評価に活用
する手法 
 安政東海地震・濃尾地震・東南海地震を
例に，地形条件と建物被害との関連を検討
するため，GIS を用いて土地条件図の地形
分類ポリゴンデータと住家被害率のポリゴ
ンデータとのオーバレイ解析を行った．さ
らに浅層地質のボーリングデータから軟弱
地盤厚の GIS データを作成し，オーバレイ
解析を行った． 
その結果，地盤条件が良いとされている段
丘や扇状地（緩扇状地を含む）では建物被
害が相対的に小さく，自然堤防，谷底平野・
氾濫平野，海岸平野・三角州で相対的に地
震被害が大きいという結果が改めて得られ
た．自然堤防での被害が大きかったが，当
時の住家は比較的地盤の良い自然堤防上に
立地し，地盤の悪い谷底平野・氾濫平野等
にはほとんど立地していないため，地盤条
件の良い自然堤防上における局所的な地盤
の良否が反映されている可能性が大きい．
また，谷底平野・氾濫平野の方が，海岸平
野・三角州よりも相対的に建物被害が大き
いという結果であった． 
 ボーリングデータの解析結果では，住家
被害率の高い箇所では N 値 10 以下の泥層
の厚さが厚い傾向にあることがわかった．
また，海岸平野・三角州で相対的に住家被
害率の低い箇所は，地下に砂層が存在する
ことがわかった． 
このように，同じ地形分類の中でも建物被
害の顕著な箇所とそうでない箇所は偏在し
ており，より精度の高い地震災害脆弱性を
判断するためには，地形的な条件だけでな



 

 

く，地下の軟弱地盤等の深さや厚さ等の地
質地盤条件等も考慮する必要があると考え
られる．こうした検討結果を踏まえ，浅層
地質を考慮した地盤脆弱性に関する地形分
類の読み換え表を提案することができた． 
 
(6)地形発達史を考慮したハザードマップ 
①解析前線の概念を取り入れたハザードマ
ップ 

斜面崩壊の発生し易さ（susceptibility）
を，GIS を用いて評価する研究が多く行われ
ているが，その多くは，DEM（デジタル標高
モデル）から求めた傾斜，曲率等の地形指標，
地質，土地利用などの土地条件と，過去に発
生した崩壊の分布との関係を表す統計的な
モデルを作成し，それを適用したものである．
作成された地図は一種のハザードマップと
みなされ，崩壊による災害の軽減に有用な情
報として行政などで利用可能である． 

しかし，上記の研究は，斜面崩壊の発生と
密接に関係していると考えられている「開析
前線」について，ほとんど考慮していない．
その理由は，使用している地形特性が 3×3
の移動窓などによって局所的に計算された
ものであるため，開析前線に相当する急斜面
と，他の種類の急斜面との区別がつかない点
にある．しかし日本では，開析前線と崩壊と
の対応が多くの研究で指摘されており，開析
前線の影響を取り入れたハザードマップを
作成することが重要である． 

本研究では，開析前線の分布を考慮して斜
面崩壊の発生しやすさを評価する統計モデ
ルを作成し，それに基づく現実性の高いハザ
ードマップを作成するための検討を行った．
主要な対象地域は，2006 年 7 月に豪雤により
斜面崩壊と土石流が発生した長野県岡谷市
の湊地区とした．斜面の開析前線を的確に抽
出するためには，質が高く詳細な地形データ
が必要であるため，LiDAR による 1 m メッシ
ュ DEM を使用した．また，GIS の利点を活用
して客観的で再現性のある検討を行うため，
開析前線を DEMの数値解析により自動抽出し
た．新たに開発した自動抽出の方法は，5×5
～11×11 の移動窓の範囲における斜面勾配
の平均値，標準偏差，および 3×3の範囲の
曲率を用いて候補となるセルを抽出し，次に
連続性の高いものを線ベクターに変換し，さ
らに周囲の地形との関係から田の境といっ
た形態的な特徴が類似した人為地形を排除
する，というものである．この手法で得られ
た開析前線を，さらに斜面上部のものと斜面
基部のものに区分した．開析前線の分布と，
調査地域にみられる 267個の新旧の崩壊地と
の関係を調べたところ，斜面上部のものとの
対応が非常に良いことが判明し，崩壊の発生
に対する開析前線の重要性が確認された．続
いて，開析前線の分布，標高，傾斜，流域面

積，谷からの距離，および地質を独立変数，
崩壊の分布を従属変数とする回帰式を作成
し，それを用いた崩壊危険度のハザードマッ
プを作成した． 
 
②後氷期の地形発達史を考慮した沖積層厚
の推定とハザードマップへの反映 
地震動の大小は，軟弱な沖積層の層厚分布

の影響を受ける．通常はボーリングデータに
より検討されるが，データの存否に依存する．
本研究では日本全域の 40河川を対象として，
氷期・間氷期の河川縦断面形の発達史を考慮
することによって，臨海沖積層の層厚分布を
近似する方法を検討した．その結果，1）沖
積層の層厚は，河口からの距離を説明変数と
する一次式によって概ね近似し得ること，し
たがって，2）a)沖積平野の任意の地点にお
ける沖積基底礫層の深度と，b)最終氷期低海
水準期の河成段丘面が，沖積面下へ埋没する
地点の標高 の２つが解れば，多数の河川の
沖積層の層厚分布を推定しうることが分か
った．さらに 3）上記の傾向から外れる尐数
の河川の沖積面下には，活構造が伏在してい
る可能性が高いことも判明した．今後は，沖
積層の側方への層厚変化，すなわち河谷の横
断面発達のモデル化が要請される．また，沖
積層のうち，特に軟弱なエスチュアリーまた
はプロデルタの細粒層が占める位置を推定
可能なモデルを構築する必要がある． 
ところで沖積平野は，上流から供給される

土砂の埋積によって形成されてきた．この埋
積過程の延長上に，将来の洪水・土砂災害が
発生しうる．一方，タストロフィックな土砂
移動が平野形成に果たした役割は不明であ
る．こうしたイベントは，それ自体脅威であ
るとともに，流域地形を一変させ，天然ダム
の決壊や泥流発生等を通じて，新たな災害を
生む．ここでは，浅間・有珠火山の山体崩壊
の複雑性に関する定量的解析を実施した．そ
の結果，崩壊物質の流動性は前地形に規定さ
れること，谷幅が狭く縦断勾配が大きい河谷
に流入すると長距離流下し，扇状地を覆って
堆積することが解った．また，火山の最大規
模の山体崩壊による土砂生産速度は極めて
大きく，単一イベントで，日本の非火山山地
における約 50 年間の土砂生産総量に達する
ことが解った．今後は，岩屑なだれの流下プ
ロセスを明らかにして，シナリオ別の土砂移
動予測を行い，ハザードマップに反映させて
いくことが要請される． 
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